
標準様式第2号

兼松秀代　　様

法人文書間示決定通知書

甲粛/号証q/

14サイクル機構(東濃) 106

平成14年12月　2日

核燃料サイクル開発機構

東漬地科学センター

平成14年11月1日付けで請求のありました法人文書の開示について,独立行政法人等の保有する情報の公開

に圃する法律第9条第1項の規定に基づき､下言己のとおり､開示することとし苦したので通知します｡

記

1　開示する法人文書の名称

I JNC ZN7450 2001-001広域調査地表調査シート(昭和61年慶および昭和62年度)

2　不開示とした部分とその王堅由

(1 )不開示とした部分:上記資料のうちーサイクル機構の一般職員の氏名

不開示の理由:当該情報は個人L=朋する情報であLJ特定の個人が識別される｡これは,独立行政法人事

の保有する情報の公開に関する法律第5条l号の個人に牌する情報であって､ただし書のイロハのいずれ

にも該当しない｡よって不開示情報に該当するo

(2)不開示とした部分二調査対象地区を具体的に示すことにつながりうる情報

不開示の理由:当該情報は直接地名の特定につながるものであり､これらの情報を公開することはサイク

ル機構への信頼を損なうことにつながり,事業の適正な遂行に具体的な支障を及ぼすことになると考えら

れる.よって同法律貫5条4号の不開示情報に彦当する｡

*　この決定に不服がある場合は.行政不服審査法(昭和37年法律案76O号)第5条(第6粂)の規定によL),この決定があっ

たことを知っf= Eiの芸6から起算して63日以内に､サイクjレ櫨構:=斉して某誌申立てをすることができますo

3　開示の実施の方法等

(1)開示の実施の方法等　　　　　　　*同封の説明事項をお読みください｡

法 人 文 書 の種 類 .数 量等 開 示 の実 施 の 方 法
開 示実 施 手 数料 の 額

(算 定基 準 )

法人文碁全体について
開示の実施を受けた堵

合の基本額

A 3 版 以 下 文 書 :5 44 枚 複 写 機 に よ り複 写 し た

も の の 交 付

用 紙 1 枚 に つ き 10 円 5,4 4 0 円

なお,下表に示す実施方法で､ (2)に記載された日時に開示を実施することもできます｡

法 人 文 昔 の 種 類 .数 呈 等 開 示 の 実施 の 方 法
開 示 実 施 手 数 料 の 額 法人文書全体について

(算 定 基 準 ) 厨房の実施を受けた頚

合の基本顔
A 3 版 以 下 文 書 :5 4 4 枚 閲 覧 10 0 枚 ご と に つ き 10 0 円 80 0 円



(2)事業所等における開示を実施することができる日時,場所

日時:1月15 E)から2月14日までの期間内(土･日曜及び祝Ej祝日を除く｡)の10:00から16:OOまで

場所:束濃地科学センターインフォメーションルーム

4　担当課等･■

東濃地科学センター地域交洗課　則竹和光　Tet O572153-O211内頻2008

資料請求受付番号: 14東濃-oo4


